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資料 2-1 【第３次山形県循環型社会形成推進計画】令和４年度の取組状況と５年度の取組方向

施策の柱１ 資源循環型社会システムの形成（廃棄物の発生抑制）

（１）県民運動等によるライフスタイル変革の促進

（２）家庭・事業所での分別・リサイクルの促進

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

① ごみゼロやまがた推進県民会議を核とした県民運動

〇 県民運動展開方針チラシ（家庭編・職場編）とごみ削減方法
等を記載した「ごみゼロやまがた推進BOOK」を作成。22の構
成団体による傘下団体・企業等への周知や、県HP・SNSでの発
信に加え、３年ぶりの大型商業施設でのキャンペーンで活用

● 効果的な発信方法の工夫
● 傘下団体等での確実な周知

◎ 大型商業施設でのキャンペー
ンや「リサイクル認定製品展
示会」で配布

◎ 傘下団体等の周知状況の把握

〇 やまがた環境展開催 (10/15～16開催、10,038人参加、出展
ブース紹介動画配信(12/23～2/28まで配信中))(前年度22,107
人(オンライン：21,541人、リアルイベント：566人))

● 新型コロナへの対応が変化していく中で、
さらに訴求力のある企画運営が必要

◎ 参加型企画の充実
◎ タイムリーな講演者選定 等

② プラスチックごみ削減

〇 専用ウェブページ「プラスチックごみを削減しよう」と県SNS
での情報発信

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要

◎ （例）県民・県内事業所の取
組事例の紹介等

〇 小中学生対象の３Ｒワークショップ
「やまがた環境展」において、大学研究室や学生ボランティ
ア等の出展団体において実施。

● 参加人数の拡大（授業での取上げ等） ◎ （例）小中学校の意見の反映
や、講師側の自主性を生かし
たプログラム等

〇 令和４年４月施行の「プラスチック資源循環促進法」に係る
関係業界団体（ワンウェイプラを多く排出する法指定業種の
宿泊業、飲食業及びプラ代替製品製造業等）との意見交換

● 法に定める提供製品・提供方法の工夫に向
けた取組促進

◎ 意見交換を重ね、代替製品の
開発状況や対応の状況を把握

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

① 家庭における資源ごみの分別徹底と個別リサイクル法に基づく適正なリサイクルの促進

〇 専用ウェブページ「みんなで推進リサイクル！」と県SNSでの
情報発信

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要

◎ （例）県民・県内事業所の取
組事例の紹介等

〇 地域循環検討会議（総合支庁単位で設置）の場等における市
町村との意見交換の実施

● 賛意を得るも具体的な事業実施には至って
いない

◎ 引き続ぎ意見交換を重ね、市
町村との共同啓発等を検討

② 業界・事業所等の実情に応じた発生抑制とリサイクルの促進

〇 業界団体の情報収集・意見交換（12月末時点：６件） ● 具体的テーマを絞った意見交換が必要 ◎ 訪問・意見交換を継続

〇 県３Ｒ推進環境コーディネーター（２名）の企業訪問による
助言やマッチング支援等(12月末時点：219件、前年度比＋11)
※ うち業界団体訪問件数 ４件

● 県企業振興公社等支援機関との更なる連携 ◎ 公社等との情報交換機会の増
加と具体的な連携の検討

〇 「もったいない山形協力店」登録拡大（12月末時点:1,019店
舗、前年度比＋599）

● 登録アドバンテージによる登録増
● 最上、置賜及び庄内地区での登録拡大

◎ 協力店アンケートを踏まえた
アドバンテージの検討
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（４）食品ロスの削減

（３）循環資源に関する情報収集及び発信

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

〇 県３Ｒ推進環境コーディネーター（２名）の企業訪問による
助言やマッチング支援等(12月末時点：219件、前年度比＋11)

【再掲】
※ うち廃プラスチック類・古紙類等の再生利用ルート確保
等に関する訪問45件

● 県企業振興公社等支援機関との更なる連携
による企業ニーズ掘り起し 【再掲】

◎ 情報交換機会の増加と具体的
な連携の検討 【再掲】

〇 専用ウェブページ「みんなで推進リサイクル！」と県SNSでの
情報発信 【再掲】

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要 【再掲】

◎ （例）県民・県内事業所の取
組事例の紹介等 【再掲】

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

➀ 事業所等への支援

〇 専用ウェブページ「みんなで減らそう食品ロス！」と県SNS
で情報発信

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要

◎ （例）県民・県内事業所の取
組事例の紹介等

〇 「もったいない山形協力店」の取組支援（県HP・SNSで協力
店・取組内容を紹介）

● 協力店の更に積極的なＰＲが必要 ◎ 協力店（飲食店）におけるそ
の取組みのＰＲと食べきり運
動の実施

〇 外食で余った料理を持ち帰る「テイクアウトボックス」の活
用推進(「もったいない山形協力店」の飲食店72店舗で実施)

● テイクアウトボックスの自発的な活用促進 ◎ テイクアウトボックスの仕様
や説明チラシ等をＨＰに掲載

〇 すぐ食べるものはてまえからとる「てまえどり」の普及啓発
(「もったいない山形協力店」の小売店・ｽｰﾊﾟｰ722店舗で実施)

● 「てまえどり」の認知度向上 ◎ 「てまえどり」ＰＯＰの配布
による啓発

② 県民への普及啓発

〇 専用ウェブページ「みんなで減らそう食品ロス！」と県SNS
で情報発信 【再掲】

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要 【再掲】

◎ (例)県民・県内事業所の取組
事例の紹介等 【再掲】

〇 「高校生環境にやさしい料理レシピコンテスト」の開催
※ 若年層が食品ロスについて考えるきっかけにするため、

R3から対象を高校生等に限定。（R4：応募件数42件、人
気投票者数552件）

● 応募件数の拡大 ◎ 学校やクラブへの早期からの
積極的な周知

③ フードバンク・フードドライブ活動への支援等

〇 専用ウェブページ「みんなで減らそう食品ロス！」での県内
フードバンクの紹介

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要

◎具体的な事例の掲載
（例）企業でのフードドライブ事例

〇 県庁舎（9/7～8、2/2～3の２回）と各総合支庁でのフードド
ライブの実施

● 対象者の拡大 ◎ 県関係機関の継続した取組み
◎ 一般県民への拡大検討

〇 県内４地域でのフードドライブ研修会やフードドライブ活動
展示及びミニ講演会を実施（※リサイクル認定製品展示会と併催）

● フードドライブの認知度向上 ◎ 継続した事業実施
◎ 県内のフードバンク・フード

ドライブ関係の取組みの把握
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施策の柱２ 資源の循環を担う産業の振興（循環型産業の支援）

（１）企業の３Ｒ推進に係る支援

（２）リサイクル産業の振興

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

（研究開発）
〇 県３Ｒ推進環境コーディネーター（２名）の企業訪問による

助言やマッチング支援等(12月末時点：219件、前年度比＋11)
※ うち研究開発案件に関する訪問件数 ９件 【再掲】

〇 職員による県３Ｒ研究開発事業費補助金申請相談案件(９件)
への丁寧な助言指導、うち補助実績３件(前年度同数、うち
廃プラ類発生抑制等に係る特別枠１件）

● 県企業振興公社等支援機関との更なる連
携による企業ニーズ掘り起し 【再掲】

● 補助金相談案件への早めの関わりと、助
言指導にあたっての大学等専門機関との
連携

● プラスチック資源循環促進法に対応した
研究開発を行う企業への支援

◎ 公社等との情報交換機会の増
加と具体的な連携の検討
【再掲】

◎ 案件に応じ外部専門機関から
の助言

◎ プラスチック資源循環促進法
への対応

（施設・設備整備）
〇 職員による県循環型産業施設整備事業費補助金申請相談案件

(24件)への丁寧な助言指導、うち補助実績1件(前年度比－2)

● 県企業振興公社等支援機関との更なる連
携による企業ニーズ掘り起し 【再掲】

● 社会が要請する喫緊の課題への支援強化
● プラスチック資源循環促進法に対応した

設備投資を行う企業への支援
● 補助限度額による使いにくさの解消

◎ 公社等との情報交換機会の増
加と具体的な連携の検討
【再掲】

◎ プラスチック資源循環促進法
への対応

◎ 補助限度額の引き上げ

（販路開拓）
〇 外部専門家の意見を得ながら、申請者へ丁寧な助言指導
・県リサイクル製品新規認定２件(総数54件:前年度比＋２)

（見込み）
・県リサイクルシステム新規認証０件(総数９件:前年度比±０)

〇 「リサイクル認定製品展示会」開催によるＰＲ（イオンモー
ル天童（12/2～4：週末３日間）：646人来場、イオンモール
三川（12/16～18：週末３日間）：425人来場）

● 県企業振興公社等支援機関との更なる連
携によるニーズ掘り起し【再掲】

● 県民・事業者へのＰＲの更なる強化

◎ 公社等との情報交換機会の増
加と具体的な連携の検討
【再掲】

◎ 展示会の充実

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

〇 県３Ｒ推進環境コーディネーター（２名）の企業訪問による
助言やマッチング支援等(12月末時点：219件、前年度比＋
11) 【再掲】

● 県企業振興公社等支援機関との更なる連携
による企業ニーズ掘り起し 【再掲】

◎ 公社等との情報交換機会の増
加と具体的な連携の検討
【再掲】

○「リサイクル認定製品・フードドライブ展示会」開催による
ＰＲ（イオンモール天童（12/2～4：週末３日間）：646人来
場、イオンモール三川（12/16～18：週末３日間）：425人来
場）【再掲】

● 他地域での展示会開催による県民へのＰＲ
の更なる強化 【再掲】

◎ 展示会の充実【再掲】

〇 専用ウェブページ「みんなで推進リサイクル！」と県SNSで
の情報発信 【再掲】

● 県民の行動を促すきっかけとなるようなコ
ンテンツが必要 【再掲】

◎ （例）県民・県内事業所の取
組事例の紹介等 【再掲】

〇 産業廃棄物処理業者（中間管理職等）を対象とした「産業廃
棄物処理業従事者資質向上セミナー」を開催（１回目：47人
参加、２回目：39人参加）

● 効果的な３Ｒ推進には、排出事業者に対し
て最も近い位置にいる産業廃棄物処理事業
者の助言能力を高めることが有効

◎ 産業廃棄物処理業者の中間管
理職を対象にした資質向上セ
ミナー開催
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施策の柱３ 廃棄物の適正な処理による環境負荷の低減（廃棄物の適正処理の推進）

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

〇 行政検査数（R4.11.末）
（対象施設65・実施件数65）違反率2.0％（R4.3.末比-
5.2%）

● 違反の原因追及及び早期是正とともに再発
防止策の徹底

◎ 違反が再発しないよう、ポイ
ントを捉えた指導

〇 優良産廃処理業者認定件数（R4.5.1）
収集運搬業者 11社（前年度比＋１）
処分業者 ９社（前年度比－１）

● 認定に係る情報公開管理の注意不足及び認
定によるメリットの理解不足

◎ 認定によるPR効果等メリット
の周知拡大

〇 産業廃棄物最終処分場残余年数（R3.3.末）
11.7年（前年度比+0.2年）

● 新設及び増設ともに、計画から手続きに至
るまで長期間必要

● 特定の地域に偏在

◎ 最終処分場設置計画の相談に
対し、適正配置を考慮しなが
ら指導

〇 県外産業廃棄物の搬入規制（搬入量は埋立実績の２割以内）
（R4.12.末）搬入協議量の超過等なし

● 受入処分場への搬入状況の把握及び管理の
徹底

◎ 受入処分場の経営状況を把握
しながら、搬入量の管理徹底

〇 市町村災害廃棄物処理計画の運用支援
R4.10.18  災害廃棄物仮置場設置訓練

● 災害発生時の行動に対する理解及び準備 ◎ 初動体制に係る訓練の継続

（１）廃棄物の適正処理の推進

（２）ＰＣＢ廃棄物処理の推進

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

○ 期限内適正処理に向けた調査・指導
ＰＣＢ適正処理推進員（総合支庁各１名） 883件

● 対象機器の掘り起しと確実な処理 ◎ 調査、保管事業者に対する早
期手続きの指導の継続

○ ＰＣＢ使用安定器所有に係る調査の周知
新聞広告（７月、10月）

● 周知の効果が不明 ◎ ホームページによる周知の継
続

（３）不法投棄の防止

令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

〇 不法投棄防止対策協議会による不法投棄・ポイ捨て防止活動
（R4.12.末）参加者数169名(前年度比-238)、原状回復10
箇所、回収量19.7トン、看板等設置659箇所

○ 不法投棄原状回復未済箇所５ (R3.12.末)(前年度比－４)

● 規模の大きい箇所は減少しているものの、
小規模な投棄が継続

◎ 啓発活動の継続、住民協力に
よる不法投棄個所の原状回復
実施

〇 不法投棄等パトロール（廃棄物適正処理監視員計５名）
○ 監視カメラの設置（７箇所）

● ポイ捨て、不法焼却等が無くならない
● 効果的な監視カメラの設置

◎ 引き続き効果的に監視、パト
ロールを実施

〇 不法投棄防止協定締結団体数
16団体（前年度比同数）

● 協定締結団体の増加が困難 ◎ 新規協定団体の確保に向けた
情報収集
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令和４年度の主な取組（実績） 課題 令和５年度の取組方向

➀ 回収処理対策の推進

〇 「美しいやまがたの海クリーンアップ運動」において保険加
入や資材を提供して支援（湯野浜外31箇所・計2,837人参
加）（前年度比＋16人）

● 例年3,000人程度の参加者を確保 ◎ 引き続きコロナ対策を講じた
うえで実施

〇 「飛島クリーンアップ作戦」 （悪天候により中止） ● 例年100人以上の参加者を確保 ◎ 引き続きコロナ対策を講じた
うえで実施

② 発生抑制対策の推進、普及啓発・環境教育の実施

〇 「とびしまクリーンツーリズム」コロナ禍によりオンライ
ンに切り替え開催（20回・208人参加申し込み）

● コロナ禍により飛島での実地体験プログラ
ムの実施が懸念され、感染状況に応じた対
応が必要

◎ 感染状況をみながら、現地で
実施

〇 「スポGOMI大会」開催（12回・延べ949人参加）（前年度比
＋243人）

● コロナ禍による参加者減少の懸念 ◎ 引き続きコロナ対策を講じた
うえで実施

〇 「学生応援クリーンアップ作戦」（鶴岡市、酒田市、遊佐
町・4泊5日・県内外大学生89人参加）（前年度比+69人）

● ボランティアリーダーの拡大 ◎ 引き続きコロナ対策を講じた
うえで実施

〇 海岸漂着物展示１箇所・出前講座（８回）（R4.12.末） ● コロナ禍により中止や参加者数減少の懸念 ◎ 引き続きコロナ対策を講じた
うえで実施

〇 酒田北港釣り場におけるゴミ持ち帰り呼びかけと啓発看板設
置

● 啓発の浸透が必要 ◎ 取組の継続と啓発の徹底

③ 関係者の役割分担と相互協力

〇 山形県海岸漂着物対策推進協議会の開催（R4.6.15及び
12.6）

● 関係団体の取組の拡大 ◎ 引き続き情報交換及び連携し
た取組みを実施

〇 北東アジア地域自治体連合(NEAR)第15回環境分科委員会情報
収集（オンライン）

● 他県の取組事例等を参考とした事業展開 ◎ 引き続き情報収集を行い、取
組可能な事業を検討

④ モニタリング調査と進行管理

〇 「海岸清潔度調査」(39区域164地点)(秋期：９～11月）
海岸清潔度ランク 短期目標達成区域数15（前年度比+3）

● 清掃活動が困難な区域への対策 ◎ 調査を継続し、傾向を分析

〇 「海岸漂着物組成調査」（湯野浜海岸で経年変化を調査分
析）（11～12月）

● 環境省のガイドラインに従い調査実施 ◎ 調査を継続し、漂着物の傾向
を分析して発生源対策を検討

（４）海岸漂着物等の回収及び発生抑制の促進

５



資料 2-2 【第３次山形県循環型社会形成推進計画】令和４年度の主な事業の実施状況

３Ｒワーク
ショップ
実験キット特設ウェブサイト

トップページ

６

◎ 開催日
令和４年10月15日及び10月16日

◎ 開催場所
山形国際交流プラザ「山形ビッグウイング」
（山形市平久保100）
※令和４年12月23日から、出展ブースの紹介動画を
YouTube配信

◎ 主な内容
・著名人によるトークショー

出演：環境省ナッジ・アンバサダー 谷本道哉氏
・出展企業・団体による情報発信（43社・団体）
・各表彰式
・おもちゃの交換会「かえっこバザール」
・やまがたSDGsフェスタ（同時開催）
・エコカップやまがた2022（協賛事業）
・令和４年度やまがた環境展スポGOMI大会（協賛事業）
・やまがた新車フェスティバル（協賛事業）
・マイカー点検フェスティバル2022（協賛事業）

◎ 参加者数
・来場者数：合計10,038人
・出展ブース紹介動画再生回数：集計中

（集計期間：令和４年12月23日～令和５年２月28日）

令和４年やまがた環境展

◎ 目的
買ってすぐに食べる場合には、商品棚の手前に並べら

れている販売期限が近い商品を積極的に選ぶという
「てまえどり」について、食品小売店舗等で消費者に
啓発し、消費者行動を意識づけ、食品ロス削減の取組
みを広げていく

◎ 実施店舗
もったいない山形協力店のうち、希望した小売店・

スーパー・コンビニエンスストア等 722店舗
◎ 実施内容

県が作成した「てまえどり」の啓発物（ＰＯＰ、ポス
ター）配布し、消費期限等のある食品（牛乳、納豆、
豆腐、パン、おにぎり、弁当など）の棚に掲示する

◎ ＰＯＰの仕様及び配布個数
・スーパー用：耐水B8カードタイプ（H64×W91mm）

１店舗あたり80枚
・コンビニ用：耐水レールPOP （H40×W200mm）

１店舗あたり20枚

◎ 実施時期
令和４年10月～令和５年３月（実施中）

◎ 成果等
今回の事業に合わせて新たに協力店に登録する店も多

く、協力店数が昨年度末から倍以上に増加し、広く啓
発を実施できた

「てまえどり」の普及啓発【新規】



◎ 背景
フードドライブについては、報道等で県民の認知度は

少しずつ高まりを見せており、フードドライブを行って
みたいとの問い合わせもあるが、県内で実施される件数
はまだ少なく、県民にもっと気軽に取り組んでもらい、
活動の輪を広げていく必要がある。

◎ 実施内容

(1) 県内４地域における研修会の開催
(2) 内陸・庄内地域におけるフードドライブ活動展示及

びミニ講演会の開催

◎ 委託先

一般社団法人やまがた福わたし（山形市）
◎ 成果等
(1)県内４地域における研修会の開催

座学８回、実地４回を開催。102人（12月末）が参加。
（2)内陸・庄内地域におけるフードドライブ活動展示及

びミニ講演会の開催（リサイクル認定製品展示会と同時

開催）
・令和４年12月２日～４日（週末３日間）

イオンモール天童（天童市芳賀タウン）
来場者数：97名（うちミニ講演会(12/2) 10名）

・令和４年12月16日～18日（週末３日間）
イオンモール三川（東田川郡三川町猪子）
来場者数：29名（うちミニ講演会(12/17) 13名）

フードドライブ普及促進事業【新規】

７

◎ 背景
・リサイクル認定製品の利用拡大に向け、製造事業者の
声を聞いたところ、「商談会等よりも、一般県民への
ＰＲが先」との意見が多かったため、展示会を企画

・展示会会場は、常態的に来店者の見込める大型商業施
設等とし、内陸会場に加え新たに庄内会場でも開催

◎ 開催日及び場所
・令和４年12月２日～４日（週末３日間）

イオンモール天童（天童市芳賀タウン）
・令和４年12月16日～18日（週末３日間）

イオンモール三川（東田川郡三川町猪子）

◎ 内容
・全52認定製品の紹介パネル展示、一部製品のサンプル
展示

・職員による案内、説明
・民生品（解体自動車のエアバッグやシートベルトを利
用したバッグや椅子）の製造事業者による即売

・フードドライブ活動に関するパネル展示・ミニ講演会

◎ 成果等
・来場者 イオンモール天童：646人

イオンモール三川：425人 計 1,071人
・職員の説明を熱心に聞かれる方が多く、また、親子で
の来場も目立った

リサイクル認定製品展示会【拡充】



◎ 実施場所及び期間

県機関でのフードドライブ

◎ 背景
当初は令和元年度までと同様にリアルでの実施を予

定していたが、コロナ禍のため昨年度に引き続き中止
とし、調整のうえ、オンラインでの開催に変更

◎ 開催方法及び時期
オンラインツアーとして令和４年12月から１月の土

日に、基礎編、応用編の２プログラムで計20回開催

◎ 対象
県内在住の小中学生の親子等（参加無料）

◎ 主な内容 （オンラインチャットによる双方向LIVE配信、
基礎編９０分：小１～小４、応用編１２０分：小５～中３ 想定）

・海ごみ講座（海ごみ問題について写真や映像で説明）
・飛島の生配信（島の魅力や海岸の様子等）
・マイクロプラスチックを使った万華鏡づくり

◎ 成果等
・参加者 87組 208人
・参加者からは、「海岸に多くのゴミが流れ着いている

のを見てびっくり」「陸からのゴミだと知って、他人
ごとではなく自分たちの問題だと実感」「生活で使う
プラ製品を減らせないか考えた」「チャットでみんな
の考えがわかりアイデアが浮かんだ」の声

とびしまクリーンツーリズム
オンライン 2022

← 参加者への問いかけ
（調べて考える応用編）

↓ 海岸からLIVE配信

８

◎ 交付決定事業（※外部委員による評価委員会で審査）

【研究開発】

① こめ油製造時における産業廃棄物削減のための脱
脂米糠等のコンポスト化

② フラットパネルディスプレイ用フォトマスクケー
スの産廃削減のための３Ｒ研究

③ 建設残土の適正処理における土質改良のための改
良剤

【施設整備】

① 無処理化ＣＴＰシステムの導入による現像液の発
生抑制

３Ｒ研究開発事業費補助金・
循環型産業施設整備事業費補助金

実施場所 期 間 参加者

県庁（県庁舎）
①９月７･８日
②２月２･３日

①庁舎職員
②一般県民・庁舎
職員

村山総合支庁
①本庁舎・村山保健所
②西村山・北村山地域振興局

①10月12日
②10月13日

各庁舎職員

最上総合支庁
①管内市町村庁舎
②本庁舎・保健所庁舎

①10月５～19日
②10月20～21日

各庁舎職員

置賜総合支庁
①本庁舎
②西置賜地域振興局

①２月８日
②２月９日

一般県民・庁舎職
員

庄内総合支庁
①小真木原総合体育館
（環境フェアつるおか2022会場）

②本庁舎

①９月25日
②10月28日

①一般県民
②庁舎職員



項目
計画策定
時最新値
(H30)

現時点の
最新値(R2)

変動理由・評価等
R3
～
R12

中間目標
(R7)

目標
(R12)

ごみ(一般廃棄物)の排出
量 391 千ｔ 380 千ｔ ○

総量は減少しているが、家庭系ごみ
（一日１人あたり）は増加している。
家庭に対する取組みを強化していく
必要がある。

計
画
に
基
づ
く
施
策
の
展
開

350千ｔ 326千ｔ

事業系ごみ(一般廃棄物)
の排出量 110 千ｔ 100 千ｔ ○

事業所の環境意識は着実に高まって
おり、業界団体とも連携しながら、助
言や取組みへの支援を行っていく必要
がある。

94千ｔ 87千ｔ

1人1日当たりの家庭系ご
み(一般廃棄物)の排出量 528 ｇ 547 ｇ ▼

食品ロスやプラスチック廃棄物の削
減のための一人ひとりのライフスタイ
ル変革に向けて、工夫した手法等によ
り啓発を強化していく必要がある。

440 ｇ 408 ｇ

1人1日当たりのごみ(一
般廃棄物)の排出量

915 ｇ 901 ｇ △ 850 ｇ 810 ｇ

ごみ(一般廃棄物)のリサ
イクル率

18.2 ％ 18.7 ％ △

平成30年12月に稼働開始した山形広
域環境事務組合ごみ焼却施設（上山市
川口）の焼却残さ（溶融スラグ）のリ
サイクル開始等により上昇。
さらに、資源ごみの分別徹底や、集
団回収・店頭回収の増加に取り組んで
いく必要がある。

23 ％ 28 ％

ごみ(一般廃棄物)の最終
処分量

35千ｔ 34千ｔ ○
家庭・事業所双方への３Ｒの啓発・
支援を一層強化していく必要がある。 33千ｔ 31千ｔ

産業廃棄物の排出量

3,805千ｔ 3,579千ｔ ○

汚泥の減少によるもの。
毎年度の経済活動の状況により排出
量や種類が大きく変動する。引き続き、
事業所の排出抑制の取組みを支援して
いく。

3,497千ｔ 3,492千ｔ

資料 2-3 【第３次山形県循環型社会形成推進計画】 基本的数値目標項目の最新値の状況

９

凡例：「○」目標値達成に向け概ね順調に進捗している、「△」進捗は見られるもののなお一層の取組みが必要、
「▼」計画策定時より悪化している、「－」計画策定時から変わらず進展していない



項目
計画策定
時最新値
(H30)

現時点の
最新値
(R2)

変動理由・評価等
R3
～
R12

中間目標
(R7)

目標
(R12)

産業廃棄物のリサイクル
率

59.9 ％ 59.6 ％ ▼

がれき類の排出量の減少によるもの。
事業所の環境意識は着実に高まって
おり、再生資源やリサイクル製品の販
路を拡大しながら、排出事業者や廃棄
物処理業者による再資源化の取組みを
支援していく。

計
画
に
基
づ
く
施
策
の
展
開

60 ％ 60 ％

産業廃棄物の最終処分量

136千ｔ 111千ｔ ○

埋立が多い「鉱さい」等の排出量減
少によるもの。
排出抑制やリサイクルの取組みの支
援により削減を図っていく。

125千ｔ 124千ｔ

家庭系食品ロス発生量
（※試算値） (H29)

22千 t 22千 t
△

令和元年度の24千トンから２千トン
減少。買物から保存、調理、食事まで、
一人ひとりのライフスタイル変革に向
けて、工夫した手法等により啓発を強
化していく必要がある。

20千ｔ 18千ｔ

海岸清潔度ランクが
2011(H23)年度春期より1
ランク以上アップした区
域数

(R2春)
19 区域

/ 39 区域

(R3春)
13 区域

/ 39 区域

▼

コロナ禍による海岸清掃活動の中止
等によるもの。
万全のコロナ対策をとりながら、清
掃活動を行っていく。

－
39区域

/ 39区域

１０


